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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期
第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自2022年１月１日
至2022年９月30日

自2023年１月１日
至2023年９月30日

自2022年１月１日
至2022年12月31日

売上高 （千円） 10,866,377 11,554,447 14,582,181

経常利益 （千円） 1,665,951 833,170 1,829,162

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,281,421 464,604 796,805

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,314,018 1,289,933 1,768,645

純資産額 （千円） 18,914,514 19,506,525 18,372,605

総資産額 （千円） 22,413,180 24,357,845 21,868,342

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 146.45 53.08 91.07

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 84.4 80.1 84.0

 

回次
第73期
第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 36.25 △1.03

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．役員株式給付信託（BBT）制度の信託口が所有する当社株式は、１株当たり四半期（当期）純利益金額の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格等の高騰により、コストプッシュに

よるインフレの動きが引き続きみられたほか、諸外国でのインフレ対策による、利上げ等の金融政策が実施され

たこと等により急激な円安傾向が継続し、先行きに対する不透明感が続いております。

　このような状況のもと、当社グループは、設備投資による生産設備の強化を実施し、安定した製品の供給維持

に努めました。また、顧客との対面でのリレーション強化及び生産の効率化を実施することにより、積極的な受

注活動を実施いたしました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は115億54百万円（前年同期比6.3％増）となりまし

た。利益面につきましては、生産の効率化及びコスト低減に努めたものの、円安や原材料価格等の高騰等から、

営業利益７億14百万円（同55.9％減）、経常利益８億33百万円（同50.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純

利益４億64百万円（同63.7％減）と増収減益となりました。

　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

　①ゴルフ事業

　　ゴルフ事業のゴルフ分野につきましては、市場は好調に推移した状況から一服感がみられるものの、現行モ

デルの出荷は一定数確保することができ、安定した製品の供給を維持することができました。また、新分野で

ある航空機分野では、国内外問わず航空機需要が回復したこと等により、受注が順調に推移しました。当社は

生産設備の強化を実施し安定供給に努めた結果、売上高56億19百万円（同5.3％増）となりました。利益面につ

きましては、原油価格や原材料価格等の高騰及び円安進行による仕入価格の増加等の影響がみられ、営業利益

９億25百万円（同32.6％減）となりました。

　②メタルスリーブ事業

　　メタルスリーブ事業につきましては、自動車関連部品や、モーター関連部品での新たな用途開発及び営業に

よる新分野開拓へ努める一方、開発及び生産の効率化を実施したものの、ペーパーレス進展にともなう複合機

市場の停滞や、各種メーカーの生産調整の影響もあり。売上高４億98百万円（同38.2％減）、営業損失75百万

円（前年同期営業利益90百万円）となりました。

　③鍛造事業

　　鍛造事業につきましては、タイ国内の自動車市場は、生産及び輸出において堅調に推移いたしました。この

ような状況のもと当社は、一層の原価低減活動によるコスト削減に努めたものの、エネルギー価格や原油価

格、原材料価格等の高騰の影響もあり、売上高54億36百万円（前年同期比15.1％増）、営業利益２億78百万円

（同45.5％減）となりました。
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(2) 財政状態の状況

①資産の部

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、243億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ24億89百

万円増加いたしました。

　流動資産は、158億38百万円となり、前連結会計年度末に比べ23億87百万円増加いたしました。この主な要因

は、現金及び預金、電子記録債権、仕掛品等が増加したこと等によるものであります。固定資産は、85億19百万

円となり、前連結会計年度末に比べ１億２百万円増加いたしました。この主な要因は、建設仮勘定、土地、工

具、器具及び備品が増加したこと等によるものであります。

②負債の部

　負債合計は、48億51百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億55百万円増加いたしました。

　流動負債は、33億75百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億18百万円増加いたしました。この主な要因

は、支払手形及び買掛金、賞与引当金、未払法人税等が増加したこと等によるものであります。固定負債は、14

億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ37百万円増加いたしました。この主な要因は、繰延税金負債及び退

職給付に係る負債、役員株式給付引当金が増加したこと等によるものであります。

③純資産の部

　純資産合計は、195億６百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億33百万円増加いたしました。この主な要

因は、為替換算調整勘定及び利益剰余金が増加したこと等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対応すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は２億39百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数について著しい変動はありません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績について著しい変動はありません。

(7) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,800,000

計 29,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,441,800 9,441,800
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 9,441,800 9,441,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2023年７月１日～

　2023年９月30日
－ 9,441,800 － 1,241,788 － 1,183,788

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社遠藤製作所(E01459)

四半期報告書

 5/18



（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2023年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 626,900 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,812,800 88,128 同上

単元未満株式 普通株式 2,100 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  9,441,800 － －

総株主の議決権  － 88,128 －

（注）役員株式給付信託（BBT）制度の信託口が所有する当社株式61,300株（議決権の数613個）につきましては、「完全

議決権株式（その他）」に含めて表示しております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社遠藤製作所 新潟県燕市東太田987番地 626,900 - 626,900 6.6

計 － 626,900 - 626,900 6.6

（注）役員株式給付信託（BBT）制度の信託口が所有する当社株式61,300株につきましては、上記の自己株式に含めてお

りません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次の通りであります。

役員の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役社長
（代表取締役）
ゴルフ事業部兼医療機器・新
分野事業部担当

取締役社長
（代表取締役）
ゴルフ事業部兼メタルスリー
ブ事業部兼医療機器・新分野
事業部担当

渡部　　大史 2023年10月１日

専務取締役
経理財務部担当

専務取締役
管理本部担当

石原　　　睦 2023年10月１日

取締役
フォージング事業部兼
エンドウメタルリーブ
兼タイ駐在室担当

取締役
フォージング事業部兼
タイ駐在室担当

村田　　國弘 2023年10月１日

取締役
経営戦略本部担当

取締役
経営戦略室担当

遠藤　新太郎 2023年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,157,634 9,092,967

受取手形及び売掛金 3,348,038 3,443,967

電子記録債権 333,251 442,696

有価証券 100,000 100,000

商品及び製品 799,261 820,570

仕掛品 661,943 761,013

原材料及び貯蔵品 958,408 993,906

その他 145,269 206,382

貸倒引当金 △52,718 △23,034

流動資産合計 13,451,088 15,838,469

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,638,460 2,659,783

機械装置及び運搬具（純額） 1,991,884 1,920,158

工具、器具及び備品（純額） 137,542 187,023

土地 1,558,750 1,620,522

建設仮勘定 114,287 252,852

有形固定資産合計 6,440,924 6,640,340

無形固定資産 98,575 118,031

投資その他の資産   

投資有価証券 984,464 838,109

投資不動産（純額） 234,524 232,907

退職給付に係る資産 526,669 549,343

繰延税金資産 116,440 124,293

その他 15,653 16,349

投資その他の資産合計 1,877,753 1,761,003

固定資産合計 8,417,254 8,519,376

資産合計 21,868,342 24,357,845
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 907,541 2,096,595

短期借入金 100,000 100,000

未払法人税等 107,420 127,145

未払金及び未払費用 478,416 442,515

賞与引当金 183,922 460,225

その他 279,639 148,737

流動負債合計 2,056,939 3,375,219

固定負債   

長期借入金 275,000 200,000

繰延税金負債 635,113 733,137

退職給付に係る負債 441,302 464,342

役員株式給付引当金 50,481 57,359

その他 36,899 21,261

固定負債合計 1,438,797 1,476,101

負債合計 3,495,736 4,851,320

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,241,788 1,241,788

資本剰余金 1,220,643 1,220,643

利益剰余金 13,896,078 14,202,016

自己株式 △297,498 △294,845

株主資本合計 16,061,012 16,369,603

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,363 24,711

為替換算調整勘定 2,333,879 3,122,792

退職給付に係る調整累計額 △30,649 △10,582

その他の包括利益累計額合計 2,311,593 3,136,922

純資産合計 18,372,605 19,506,525

負債純資産合計 21,868,342 24,357,845
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 10,866,377 11,554,447

売上原価 7,927,213 9,697,818

売上総利益 2,939,163 1,856,629

販売費及び一般管理費 1,317,258 1,142,049

営業利益 1,621,905 714,580

営業外収益   

受取利息 10,136 43,967

受取配当金 1,662 1,648

投資不動産賃貸料 7,994 8,118

投資事業組合運用益 － 7,161

助成金収入 40,305 21,823

為替差益 153,374 75,145

その他 31,347 27,734

営業外収益合計 244,820 185,600

営業外費用   

支払利息 2,926 1,462

持分法による投資損失 1,229 38,550

投資不動産賃貸費用 8,048 6,459

投資有価証券評価損 164,055 9,497

投資事業組合運用損 18,570 －

その他 5,943 11,040

営業外費用合計 200,774 67,010

経常利益 1,665,951 833,170

税金等調整前四半期純利益 1,665,951 833,170

法人税、住民税及び事業税 426,333 280,824

法人税等調整額 △41,803 87,741

法人税等合計 384,530 368,565

四半期純利益 1,281,421 464,604

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,281,421 464,604
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 1,281,421 464,604

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,123 16,348

為替換算調整勘定 1,002,278 788,913

退職給付に係る調整額 33,442 20,066

その他の包括利益合計 1,032,596 825,328

四半期包括利益 2,314,018 1,289,933

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,314,018 1,289,933

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。

なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しており

ます。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度

を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報

告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の

適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年９月30日）

減価償却費 659,198千円 747,981千円

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社遠藤製作所(E01459)

四半期報告書

12/18



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月25日

定時株主総会
普通株式 132,223 15 2021年12月31日 2022年３月28日 利益剰余金

（注）上記の配当金の総額には、役員株式給付信託（BBT）が保有する株式に対する配当金1,008千円が含まれておりま

す。

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月28日

定時株主総会
普通株式 158,666 18 2022年12月31日 2023年３月29日 利益剰余金

（注）上記の配当金の総額には、役員株式給付信託（BBT）が保有する株式に対する配当金1,166千円が含まれておりま

す。

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 ゴルフ事業
メタルスリ
ーブ事業

鍛造事業 計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 5,337,884 805,886 4,722,605 10,866,377 － 10,866,377

その他の収益 － － － － － －

外部顧客に対する売上高 5,337,884 805,886 4,722,605 10,866,377 － 10,866,377

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 5,337,884 805,886 4,722,605 10,866,377 － 10,866,377

セグメント利益 1,373,807 90,836 510,972 1,975,616 △353,711 1,621,905

 
（注）１．セグメント利益の調整額△353,711千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△353,711千円

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門

に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 ゴルフ事業
メタルスリ
ーブ事業

鍛造事業 計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 5,619,940 498,230 5,436,277 11,554,447 － 11,554,447

その他の収益 － － － － － －

外部顧客に対する売上高 5,619,940 498,230 5,436,277 11,554,447 － 11,554,447

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 5,619,940 498,230 5,436,277 11,554,447 － 11,554,447

セグメント利益又は損失（△） 925,543 △75,874 278,265 1,127,934 △413,353 714,580

 
（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△413,353千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

413,353千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門

等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 146円45銭 53円08銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,281,421 464,604

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
1,281,421 464,604

普通株式の期中平均株式数（株） 8,749,750 8,752,089

　（注）1．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

2．株主資本において自己株式として計上されている役員株式給付信託（BBT）制度の信託口が所有する当社株

式は、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。（前第３四半期連結累計期間65,090株、当第３四半期連結累計期間62,729株）

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月14日

株式会社遠藤製作所

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

新潟事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　康宏

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 工藤　貴久

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社遠藤製作

所の2023年1月1日から2023年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2023年7月1日から2023年9月30日ま

で）及び第3四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社遠藤製作所及び連結子会社の2023年9月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 
以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社遠藤製作所(E01459)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

